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意　　見　　書　　第一回定例会では、２件の意見書を可決し、３月８日に提出しました。

●児童虐待防止対策の更なる強化を求める意見書
　本年１月の千葉県野田市における10歳女児の死亡事件や昨年３月の東
京都目黒区における５歳女児の死亡事件など、児童虐待により幼い命が
奪われる深刻な事態が続いている。平成29年度の児童虐待相談件数は、
全国の児童相談所に約13万件、全国の区市町村に約10万件が寄せられて
おり、近年、急増している。
　政府は、虐待死亡事件を受けて、緊急総合対策や児童虐待防止対策体
制総合強化プラン（新プラン）を策定し、児童相談所の人員増など対策
を強化してきた。しかしながら、今回の事案は、児童相談所と教育委員
会の連携、学校の保護者対応など、適時的確な対策が取れず、児童の虐
待死という最悪の結果となったものである。
　虐待から子どもの命を守るためには、児童相談所のみならず、身近な
自治体である区市町村や学校などの関係機関が密接に連携し、虐待の防
止に取り組むことが極めて重要である。
　よって、本区議会は、政府に対し、下記の事項について速やかに実施
するよう強く要請する。

記

　１　国が全区市町村への設置を目指している子ども家庭総合支援拠点
を促進するため、区市町村の人員体制の拡充に向けた補助単価や補
助率を引き上げるなど、財源措置を更に充実すること。

　２　虐待事案において、仮に家族が転居することがあっても、転居先

の児童相談所や区市町村が、転居前の児童の情報を迅速かつ的確に
把握できるよう、全国の児童相談所および区市町村が要保護児童の
情報にアクセスできるシステムを早急に構築すること。

　３　保育所や幼稚園、小中学校において、保護者対応など児童虐待対
応を強化するため、警察との連携強化のほか、医師や弁護士等専門
家による支援が受けられるよう仕組みを早急に構築すること。

　４　児童相談所および区市町村が職員の増員を進める中で、専門性の
高い人材を確保していくため、児童福祉司や児童心理司を養成する
仕組みを早急に整備すること。

　５　被虐待児が一時保護所などから家庭復帰した後の見守りについ
ては、今回の事案において、要保護児童対策地域協議会が十分に機
能しなかったと考えられることから、学校や児童相談所、区市町村、
警察、医療機関等関係機関の緊密な連携体制を再構築すること。

　６　児童虐待のリスク評価を行う全国共通のアセスメントシートの内
容およびその活用方法について、早急に見直すこと。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。

　平成31年３月８日

▷あて先・・内閣総理大臣、総務大臣、文部科学大臣、
　　　　　　厚生労働大臣、国家公安委員会委員長

●食品ロス削減に向けての更なる取り組みを進める意見書
　まだ食べることができる食品が、生産、製造、販売、消費の各段階で
廃棄されている、いわゆる食品ロスの削減は、今やわが国において喫緊
の課題と言える。国内で発生する食品ロスの量は年間646万トン（2015
年度）と推計されており、これは国連の世界食糧計画（ＷＦＰ）が発展
途上国に食糧を援助する量の約２倍に上る。政府は、国連の持続可能な
開発目標（ＳＤＧｓ）に沿い、家庭での食品ロスの量を2030年度までに
半減させることを目指しているが、事業者を含め国民各層の食品ロスに
対する取り組みや意識啓発は、今や必要不可欠である。
　食品ロスを削減していくためには、国民一人ひとりがおのおのの立場
において主体的にこの課題に取り組み、社会全体として対応していくよ
う、食べ物を無駄にしない意識の醸成とその定着を図っていくことが重
要である。
　また、まだ食べることができる食品については、廃棄することなく、
貧困、災害等により必要な食べ物を十分に入手することができない人に
提供するなど、できるだけ食品として活用していくことが重要である。
　よって、本区議会は、国に対し、国、地方公共団体、事業者、消費者
等が一体となって食品ロス削減に向けての取り組みを進めるため、下記
の事項について真摯に取り組むことを強く求める。

記

　１　国、地方公共団体、事業者、消費者等の多様な主体が連携し、食
品ロスの削減を総合的に推進するため、法律の制定を含めたより一
層の取り組みを実施すること。

　２　商慣習の見直し等による食品事業者の廃棄抑制や消費者への普及
啓発、学校等における食育・環境教育の実施など、食品ロス削減に
向けての国民運動をこれまで以上に強化すること。

　３　賞味期限内の未利用食品や備蓄品等を必要とする人に届けるフー
ドバンクなどの取り組みを更に支援すること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。

　平成31年３月８日

▷あて先・・内閣総理大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、
　　　　　　農林水産大臣、経済産業大臣、環境大臣、
　　　　　　内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全）
　　　　　　衆議院議長、参議院議長
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歳 入

特別区交付金
864億1121万円

31.5％
区と東京都で分配している

固定資産税や法人住民税など

特別区税 671億9381万円
24.5％

特別区民税、軽自動車税、特別区たばこ税、入湯税国庫支出金 534億202万円
19.5％

都支出金 213億9632万円
7.8％

地方消費税交付金
115億4900万円 4.2％

繰入金
76億7017万円 2.8％

特別区債
67億400万円 2.4％

諸収入 66億8335万円 2.4％
使用料及び手数料 52億269万円 1.9％ 繰越金 20億円 0.7％

その他 63億1552万円 2.3％

歳 出
【目的別】

産業経済費 56億7740万円 2.1％
商工振興、消費生活、勤労者福祉、
農業振興などの経費

こども家庭費 711億363万円
25.9％

保育所や児童館、児童手当などの経費

教育費 330億7672万円 12.0％
小中学校や幼稚園、図書館などの経費

その他 40億4896万円 1.5％
議会費、諸支出金、予備費

保健福祉費 817億6061万円
29.8％

生活保護や高齢者・障害者施策、
健康づくりなどの経費

区民費 186億2543万円 6.8％
戸籍・住民基本台帳事務や区民事務所などの経費

総務費 174億4998万円 6.4％
防災や広報、電算システムなどの経費

土木費
129億1530万円 4.7％
公園や道路の建設・管理などの経費

環境費
122億7056万円 4.5％
温暖化対策や清掃リサイクル、
緑化推進などの経費

地域文化費 78億574万円 2.8％
地域振興や文化・生涯学習、
スポーツ振興などの経費

都市整備費 45億2020万円 1.6％
まちづくりの経費

公債費 52億7359万円 1.9％
区が借りたお金の返済に充てる経費

（元金・利子・手数料など）

平成31年度一般会計予算
グランドデザイン構想の実現に向け、第２次みどりの風吹くまちビジョンに基づき、区民とともにさらに前に進む予算
一般会計当初予算は2712億8885万円、一般会計補正予算は32億3925万円（プレミアム付商品券事業経費）で、合計2745億2810万円、　　
前年度から108億6979万円（4.1％）の増となりました。内訳は下のグラフのとおりです（各合計額は四捨五入のため、総額と一致しないことがあります）。
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